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I 研究発表要旨 
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1．沖縄県内の林業労働災害の現状と最新の安全衛生対策について 

 

NPO 法人林災防沖縄県支部   上野 和昌  

嘉数 尚廣 

 

沖縄県内の林業作業における死傷災害発生状況は平成 4 年の 9 件を最高に長

期的には減少傾向にある。また、林業における死亡災害の発生は平成 18 年以降

平成 28 年まで 1 件となっている。しかし、統計外の伐倒やチエンソーに関わる

死亡事故の発生の報告もある。 

近年のチエンソーの特別教育と刈り払い機の安全衛生教育の受講者数は増加

している。職業的には林業以外の受講生が圧倒的ある。また、振動障害対策も

大きく変わり、日振動暴露量を計算して機械別、現場別に管理する方法にと変

化している。沖縄でも振動障害と認定された人がいることから業務としてチエ

ンソーを扱う林業現場での振動障害対策は重要である。 

宮古森林組合では刈り払い機の肩掛けバンドを最新のタイプにして労働者の

疲労負担を軽減している。それ以外にも各組合で安全衛生の取り組みが強めら

れているので、それらの最近の対策について紹介する。 

 

【メモ】 
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2．ヤンバル広葉樹林の樹芸林施業 

 

NPO 法人亜熱帯林研究会 中須賀 常雄  

 上野 和昌  

 岸本 司 

琉球大学農学部 谷口 真吾 

 

沖縄本島北部(ヤンバル)の森はシイ、カシ類を主とし、イジュ、タブノキ、

イスノキ、フカノキなどを混ざった常緑広葉樹林である。良質な大径木は構造

材に、その他、中・小径木などは薪炭材として利用されてきた。本林は天然生

萌芽更新で維持されて来たが、抜き伐り、皆伐など採用されていた。王朝時代

は、御用木として伐採禁止とされ保護、撫育されてきた樹種もあった。 

モッコク（沖縄名イーク）は白蟻に強く、良質な材で禁止木であった。シャ

リンバイ(沖縄名ティカチ)は草木染の材料として重要で特に奄美大島の「大島

紬」の泥染めには欠かせない材料である。 

王朝時代、モッコクを仕立てる「イーク敷き」があり、撫育される林分もあ

ったとされるが、今回、モッコクが多く、イジュ、シャリンバイから構成され

る林分を調査したので樹芸林施業の取り扱いについて報告する。 

 

【メモ】 
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3．国頭村奥区における戦後の山林利用の変化と木炭生産の痕跡 

 

 京都大学野生動物研究センター 滝澤 玲子 

シシ垣ネットワーク会員・やんばる学研究会員 宮城 邦昌  

京都大学霊長類研究所 湯本 貴和 

 

 沖縄島の北部に位置する国頭村奥区では、林産物を主な収入源とし、既存の

報告により、戦前、森林の利用に関して一人当たりの伐採量の制限や伐採区域

の設定など、区内のローカルルールが設けられていたことが知られている。 

本研究では、戦後の地域住民による山林利用の実態について調査するため、

ローカルルールの運用の状況について、奥区の理事・代議員会の議事録の確認

および古老への聞き取りを行い、さらに、木炭生産について、現地踏査による

木炭窯の痕跡調査を行った。調査により、木炭生産の中心的な時代は 1953 年か

ら1963年までの間で、生産が盛んになると同時にこれまでの慣習に変化が起き、

この間、年間 30～40 町歩、最も多い年には 50 町歩が炭山として利用されたこ

とが分かった。これまでに確認した炭窯の痕跡は、奥川の支流沿いを中心に 68

箇所、一部構造の特徴に違いがみられた。 

 

【メモ】 
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4．「林政八書」の分析から見る沖縄県における森林の特徴 

 

 鹿児島大学大学院連合農学科 知念 良之 

琉球大学農学部 芝 正己 

 

沖縄本島北部の森林は、第二次世界大戦後の復興用材や薪炭材の生産を支え

ていたが、燃料革命による薪炭需要の著減および県外産材の移入により、近年

の利用は低調になっている。また、地域森林計画対象の民有林が 45,281ha あ

るが、人工林の過半が 10 齢級を超え、天然林には戦後の強度利用に起因した

高密度林分や形質不良木がみられる等、健全な森林管理を行う上で多くの課題

がある。 

そこで本研究では、近世以前の首里王府の需要を満たすための大径材生産に

向けた森林管理に着目し、「林政八書」の分析を通してその政策展開について

考察した。これにより、政策面から沖縄県における森林の特徴を見出すことを

試みた。 

首里王府は、森林資源の保護を目的にクリ舟の生産を禁止した。しかし、近

世末期には、空洞の大径木が増加したことに加えて倒伏による更新阻害が問題

となった。このため、首里王府は空洞木を利用したクリ舟生産を奨励する政策

転換を行った。 

 

【メモ】 
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5．明治 39 年勅令第 191 号による杣山払下過程 

 

森林総合研究所関西支所 齋藤 和彦 

 

本研究の目的は、杣山の払下過程を明らかにすることである。沖縄は第二次

大戦の戦火で行政文書の多くを失ったため、戦前の出来事について、わからな

いことが多い。杣山払下についても、公有林に関する払下願あるいは払下許可

の文書が残っていないため、当初に払下を受けたのが間切なのか村（旧村。現

在の字）なのかが明確でなく、福地ダムの借地料の分収を巡る東村と字川田の

裁判や廃棄物処分場の建設許可を巡る国頭村と字辺戸の裁判でも論点になった。  

今回、新たな資料を探し求めた結果、中頭郡の国有林払下願の綴りが現存す

ることがわかった。この綴りには、間切および開墾成功者からの払下願の原本

が綴じられていたが、従来の造林保護を事由とした払下願は間切からのものだ

けで、かつ地上産物は除かれていた。今回、既知の情報に、この綴りから得ら

れた新たな情報を加えて、杣山払下過程に関する事実関係を整理したい。 

 

【メモ】 
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6．沖縄県産木材の需要拡大に向けた取組について 

 

 沖縄県森林管理課 井口 朝道 

 

県産木材は、沖縄特有の多様な樹種から構成され、木目や色艶が美しいこと

から、従来、家具・工芸材等として利用されているが、通直性にかけ、捻りや

割れが起こりやすいため、大量生産に向かず、利用量は低位に留まっている。 

一時期は、集成材工場の設置に伴い、フローリング、壁材等の建築材として

の利用が行われたが、高コストとなり、県外産材や外材と競合した結果、需要

が伸びなかった。また、公共事業における防風工資材としての需要が大幅に増

加したが、近年は事業量の減少に伴い、出荷量は大きく低下し、県産木材の安

定的な販路の確保が急務となっている。 

そこで、県では、県産木材の需要拡大に向け、川上から川下を含む多様な関

係者の参画のもと、市場のニーズに対応した付加価値の高い新たな製品開発に

取り組んだ。 

 

【メモ】 
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7．沖縄県産木材の有効活用に関する研究 

 

 琉球大学大学院理工学研究科 大城 光太郎 

琉球大学工学部 カストロ ホワン ホセ 

 

沖縄県産木材は建築構造用部材としての活用には至っておらず、その力学的

特性データの不足が原因の一つと考えられる。本研究では、県産木材の力学的

特性を明らかにすることを目的とし、沖縄県産リュウキュウマツ、イタジイ、

イジュ、クスノキ、センダンを対象に JISZ2101 の無欠点小試験体による曲げ・

縦圧縮・せん断の各強度試験を行った。各樹種のサンプルリングは一度に 12 体

以上とし、時期を分けて行った。名護産が三度の各樹種 36 体、国頭産が一度の

各樹種 15 体とした。 

その結果、本研究対象の県産木材は現行の無等級材に劣らない強度を示し、

力学的特性を用いた活用の展開に期待できると考えられる。試験結果を産地別

で比較すると、国頭産の試験体は名護産の試験体よりも力学的数値がやや低い

値を示した。強度特性は密度に依存する傾向があり、国頭産の試験体が名護産

に比べ密度が低かった。国頭産のデータはさらにサンプル数を増やし傾向をみ

る必要がある。 

 

【メモ】 
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8．沖縄県における木造建築物で経年使用されている木材の力学特性に 

関する研究 

 

 琉球大学大学院理工学研究科 尾身 頌吾 

琉球大学工学部 カストロ・ホワン・ホセ 

 

 既存の住宅で耐震評価をする際に部材の強度が必要になるが、現在は目視に

よる劣化調査を行い、その評価により低減係数を決め、基準値より算出してい

る。しかし、シロアリやイエカミキリなどの害虫は木材の内部より加害する為、

目視のみでは判断することが難しい場合が多々ある。 

そこで、本研究では既存の建築物の強度測定法として提案された、部材中を

応力波の伝播速度を利用して強度が推定できる応力波伝播法を用いた完全非破

壊試験で部材の強度の推定を行った。離島を含む沖縄県内に残っている伝統木

造建築物 8 棟に対して柱部材を対象に調査を行った結果、スギ材では新材の値

と比べ 4 割程度の強度の低下が見られた。しかし、イヌマキ材では強度の低下

が殆ど見られなかった。強度を測定する際に測った含水率はスギ材、イヌマキ

材ともに平均が 18%を超えていたため、スギ材の強度低下は含水率の上昇による

ものではなく、経年劣化が強度低下の一因だと考えられる。 

 

【メモ】 
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9．やんばる森林の公的環境保全と資源利用：森林認証制度運用の可能性 

 

 琉球大学農学部 芝 正己 

 

2016 年 9 月の「やんばる国立公園」の担保処置を受け,世界自然遺産「奄美大

島,徳之島,沖縄島北部及び西表島」登録を視野に入れた諸活動が活発化してい

る.当該地域の森林管理の持続性 SFM という視点に立てば,「公的環境保全と資

源利用の重層」という相反的な管理原則のパラダイムシフトの体現化という課

題が求められていると言える.その鍵となるのが,長期的な資源量温存のための

森林整備・管理技術の継続性,経年的生態系サービスを担保する保全管理の仕組

み, 地域的な高連携性とコミュニケーション,等の構築であると考える。 

ところで,FSC や PEFC に代表される国際的な森林認証制度,また国内の森林に

特化した SGEC(2016 年 PEFC と相互承認),それぞれ創設時期,運営団体や審査基

準,適用地域などは異なっているが,着実に広がりを見せ SFM の実行ツールとし

て重要な役割を果しつつある.本来,熱帯林（地域的に亜熱帯林を含む）問題に

対して考案され森林認証制度であるが,当該地域の認証林が少ないという事実

もある. 

本報告では,このような状況を念頭に,やんばる地域での森林認証制度運用の

可能性を検討した。 

 

キーワード：やんばる森林,公園・遺産化,公的環境保全と資源利用,パラダイ

ムシフト,森林認証 

 

【メモ】 

  



10 

 

10．イヌマキ（Podocarpus macrophyllus)の切り枝栽培における課題の検証 

 

              沖縄県南部林業事務所 東江 賢次 

 

 沖縄県内においては、イヌマキの枝を仏壇に供える習慣があり、量販店の花

コーナーで販売されている。 これは農家らが農地防風林などから採取して出

荷するのが一般的で、副次的生産物として取り扱われていることから、管理不

十分で虫害を受けた不良な製品も見受けられる。さらには、高所作業のため、

作業効率が悪いだけでなく危険を伴う。 

 よって、圃場おいて切り枝生産に特化したイヌマキ栽培を行った場合は、作

業の効率化と安全性の確保が図られ、適切に害虫防除が実施でき、高品質の切

り枝が生産できるものと推測される。 

 そのため、圃場でのイヌマキ植栽・管理を指導し、切り枝栽培における課題

について検証してきた。その結果、キオビエダシャクのみならず、ウスミドリ

ナミジャクやマキサビダニ、チャノキイロアザミウマ等による被害も多発する

こと、葉色に課題が残ることなど、一定の知見を得ることができたので報告す

る。 

 

【メモ】 
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11．奄美大島の小面積伐採地における天然更新について 

 

 鹿児島県森林技術総合センター 和田 将和 

 

 奄美大島北部のリュウキュウマツの混交割合の高い森林においてリュウキュ

ウマツの有効利用と早期広葉樹林化を図るために小面積伐採（帯状）を実施し

ている。    

本発表では，その伐採形状や環境等による違いが広葉樹林化（天然更新）に

及ぼす影響（伐採後４成長期経過）及び天然更新初期に実施する除伐（有用樹

育成を目的とした先駆種の伐採）の効果（施業後１成長期経過）について調査

結果を報告する。 

 

【メモ】 
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12．亜熱帯常緑広葉樹の生態的特性の評価 

 

 琉球大学大学院農学研究科 吉野 泰功 

琉球大学農学部  松本 一穂 

 高嶋 敦史    

 谷口 真吾 

 

樹木は樹種によって立地環境や成長速度、成長様式、枯損と萌芽のしやすさ

などの生態的特性が異なるが、沖縄県北部の森林におけるこれらの定量的知見

は限られている。そこで本研究では琉球大学与那フィールド内の亜熱帯常緑広

葉樹二次林において複数年にわたって実施した毎木調査に基づき、立木本数の

多い上位 10 樹種の生態的特性を評価した。 

調査を行った樹種のうち、イタジイは様々な立地環境で生育し、成長量が大

きく、肥大成長よりも伸長成長を優先する成長様式を持ち、幹が枯損しやすく、

萌芽性が高く、陽樹的な特徴を持つ樹種であると分かった。一方で、コバンモ

チは風の強い尾根では生育本数が少なく、成長量が小さく、肥大成長を優先し、

枯損しにくく、萌芽性の低い、陰樹的な特徴を持つ樹種であることが分かった。

その他の樹種でも様々な生態的特性を持つことが分かり、同じ林分内でもそれ

ぞれ異なる生態的特性を持つ樹種が共存していることが分かった。 

 

【メモ】 
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13．亜熱帯広葉樹林における土壌呼吸量の空間変動に影響を及ぼす要因の解明 

  

琉球大学大学院農学研究科 速水 眞誉 

琉球大学農学部 松本 一穂                            

兵庫県立大学環境人間学部 大橋 瑞江 

    琉球大学農学部 高嶋 敦史 

    谷口 真吾 

 

 森林生態系では植物が光合成により CO₂を吸収する一方、様々な生物が呼吸に

よって CO₂を放出している。土壌呼吸量は根呼吸量や、微生物によるリターと土

壌中有機物の分解呼吸量によって構成され、森林生態系からの CO₂放出量の大部

分を占めていると言われている。沖縄の亜熱帯林では土壌呼量が場所によって

大きく異なることが報告されているが、その要因に関しては未だ解明されてい

ない。そのため、本研究では沖縄の亜熱帯広葉樹林の複数地点において土壌呼

吸量とその構成要素および環境要因の調査を行い、土壌呼吸量に空間分布をも

たらす要因について検討した。 

 調査の結果、土壌呼吸量の高い場所では土壌中有機物の分解呼吸量と根呼吸

量が多く、とくに前者が土壌呼吸量の空間分布を大きく特徴づけていた。また、

土壌呼吸量とリター量の間には相関関係が認められたが、リター自体の分解呼

吸量は小さかった。そのため、リターの蓄積によって土壌中有機物が増加し、

それにより土壌中有機物の分解呼吸量が高くなっている可能性が考えられた。 

 

【メモ】 
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14．やんばるの森の生態系機能 －解明に向けた４年間の取り組み－ 

 

  琉球大学農学部 松本 一穂 

   谷口 真吾 

高嶋 敦史 

 

 森林生態系は有機物の生産や CO2 の固定、水源涵養、熱環境緩和、土砂災害

防止など、様々な「生態系機能」を有し、生物多様性の維持や地球環境の形成

に寄与している。沖縄本島北部に広がるやんばるの森は、生物多様性などの面

から 2016 年に国立公園にも指定されているが、その生態系機能に関する定量的

な知見は未だ少ない。そのため、琉球大学農学部造林学研究室では 2013 年にや

んばるの亜熱帯常緑広葉樹林内に固定試験地を設け、生態系機能に関する調

査・研究を継続的に実施している。 

研究開始から 4 年が経過し、その中でやんばるの森の生態系機能について、

とくに有機物生産や水・熱・炭素循環に関する実態が徐々に明らかになりつつ

ある。本発表ではこれまでに得られた結果を整理し、他の地域の森林との比較

を通じて、やんばるの森の生態系機能の特徴について考察する。 

 

 

【メモ】 
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15．宮古島フクギ人工林の林分状況 

 

宮古森林組合 佐和田 勝彦 

上原 康嗣 

宮平 勝吉 

NPO 法人亜熱帯林研究会 上野 和昌 

中須賀 常雄 

琉球大学農学部 谷口 真吾 

 

宮古森林組合の設立の目的の一つは、川のない宮古島において水源涵養機能

を発揮する森林の造成・整備である。また、台風の常襲地帯でもある同島の農

地や生活空間を守るためにも森林の造成は重要である。 

組合設立後、テリハボクやフクギなどの広葉樹を中心に造林を行い、人工林面

積が増加してきた。 

今回はフクギの人工林の林分状況について報告する。植栽年度は平成７年度

で植栽地では平均胸高直径が 4.2ｃｍで、最大で 6.2ｃｍ、平均樹高は 3.3ｍ

で最大 5.2ｍを超える個体も見られる。 

宮古島のフクギの人工林の面積は少なく、今後、除間伐など施業を実施して

行くとともに、各造林地に固定調査プロットを設置して、継続調査を行い、施

業方針の確立を目指したい。 

 

【メモ】 
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16．フクギさし木の発根性に及ぼす性差の影響 

 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 楠城 時彦 

古本 良 

森林総合研究所林木育種センター関西育種場 加藤 智子 

森林総合研究所林木育種センター海外協力部 松下 通也 

和歌山県立有田中央高等学校総合学科 仲里 長浩 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 千吉良 治 

 

フクギ（Garcinia subelliptica）は，南西諸島における重要な防災林構成樹

種であるが，一方雌木由来の落果や落花による公害が問題となっている。この

ため，さし木等による雄クローンの効率的な増殖が望まれている。しかし，さ

し木の発根性は必ずしも良好ではなく，本種のさし木増殖はいまだ実用化して

いないのが現状である。さし木の発根率に影響を及ぼす因子には，穂木の履歴

（採穂木の状態，採穂する枝の位置等），さし穂の仕立て方（茎の切断方向，

葉の枚数，天挿し・管挿し等，滅菌処理，植物ホルモン処理），さし床の環境

（水分，温度，光，土壌の種類等）が考えられる。 

本研究は，フクギさし木の発根性に及ぼす採穂木の性差の影響を調査するこ

とを目的とし，本種の植栽促進への貢献を目指す。雄木 22 個体，雌木 14 個体

の穂木を 2016 年 6 月と 2017 年 2 月に国際農林水産業研究センター熱帯・島嶼

研究拠点敷地内（石垣市）で採穂し，西表熱帯林育種技術園でさし付けした。

本発表会では，さし付けから 6 カ月後の穂木の発根率・生存率およびそれらの

性差について報告する。 

 

【メモ】 
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17．フクギの穂木の形状が発根率に与える影響 

 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 千吉良 治 

森林総合研究所林木育種センター関西育種場 加藤 智子 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 古本 良 

森林総合研究所林木育種センター海外協力課 松下 通也 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 楠城 時彦 

 

奄美群島以南の南西諸島で防風垣等として植栽されているフクギ（Garcinia 

subelliptica）は、近年の沖縄県営苗畑の樹種別生産本数が最も多い重要な樹

種である。フクギの実生苗由来の植栽木には雌花を多く着生する個体が一定の

割合で存在することが知られている。フクギは防風性能等が高く評価されるが、

その一方で雌花を多く着花する個体から落下する果実の危険性や、落下した果

実が腐敗し悪臭を発すること等が問題点としてあげられる。フクギのこのよう

な問題点を解決するための一つの方策として、果実を着生しにくいさし木クロ

ーン系統を植栽木として利用することが考えられる。 

ところで、さし木の発根性に穂木の形状が関与している例は多く報告されて

いる。本研究では、穂長、直径、及び節間長等のフクギの穂木の形状が発根率

に与える影響をさし木増殖の技術開発の一環として評価した。本発表会では、

さし木の穂木の形状とさし木発根率の関係について、2016 年 6 月に石垣市内の

34 個体から採穂した 451 本の穂木を用いて調査した結果を報告する。 

 

【メモ】 
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18．テリハボクを対象とした UAV による繁殖評価手法の検討 

 

森林総合研究所林木育種センター海外協力課 松下 通也 

森林総合研究所林木育種センター関西育種場 加藤 智子 

森林総合研究所林木育種センター西表熱帯林育種技術園 織邊 俊爾 

 古本 良 

 

近年 UAV を用いた空撮による植生状況の調査事例が報告されるようになって

きており、大規模かつ効率的に評価する手法が確立されつつある。多数の植栽

個体に対して UAV 空撮を行うことで、台風攪乱からの葉群回復状況や、季節的

な開花・結実状況の変化などを面的かつ時系列的に把握することが可能ではな

いかと考えられる。 

しかし、いつ・どの程度の高度・距離で撮影実施すれば、繁殖状況等の確認

に適切な情報が効果的に得られるかについての条件はこれまで十分に検討され

ていなかった。 

そこで本課題では、表熱帯林育種技術園に集植されているテリハボクを対象

として、どのような撮影条件(撮影対象との距離・高度等)であれば、繁殖や着

葉状況の把握に有効であるか検討を行った。また近年発達した画像判別のアプ

ローチを用いて、効率的な特性評価手法(自動識別)の可能性についても検討を

行った内容について報告する。 

 

【メモ】 
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19．リュウキュウマツにおけるマツノザイセンチュウ抵抗性個体の 

選抜について 

 

沖縄県森林資源研究センター 玉城 雅範 

九州大学大学院農学研究院 渡辺 敦史 

 

沖縄県ではリュウキュウマツのマツノザイセンチュウ抵抗性個体の選抜を

1989 年より進めている。これまでに、強制線虫接種による生残木や激害林にお

ける生残木等を母樹とした実生個体に接種検定を行い、高い抵抗性を有する家

系を選抜しているところである。今後はこれら選抜した家系を中心として抵抗

性品種開発に向けて取り組んでいく予定である。 

一方で、抵抗性品種を開発するだけでなく、植栽した場合に周辺マツ林の遺

伝的多様性減少や改変を考慮するため、県内のリュウキュウマツの遺伝的多様

性の評価も併せて行い、遺伝的多様性を踏まえた上での抵抗性リュウキュウマ

ツ品種開発に取り組んでいく。 

本発表では、これまでの研究の成果、及び今後の抵抗性リュウキュウマツ品

種開発に向けての取り組みについて報告する。 

 

【メモ】 
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20．リュウキュウマツ保全に向けた遺伝構造の解明 

 

九州大学大学院農学研究院 渡辺 敦史 

田村 美帆 

沖縄県森林資源研究センター 玉城 雅範 

 

日本の二葉マツ類は、いずれもマツノザイセンチュウによる被害にさらされ

ており、マツ材線虫病の被害対策の一つとして抵抗性品種の開発が進められて

いる。一方で、抵抗性品種の無秩序な植栽は、現地での遺伝子攪乱を招く可能

性がある。 

最近、アカマツやクロマツでは、分布域を網羅するように遺伝構造解明が進

められ、遺伝子保全も視野に入れた保全生態学的観点に基づく新たな抵抗性品

種開発戦略が検討されている。 

二葉マツ類の一つであるリュウキュウマツは、奄美・沖縄地方の島嶼群に点

在しており、本格的な抵抗性品種導入前に、各島嶼群の遺伝構造の解明など基

礎的知見を得ることで、保全生態学的観点に基づく新たな抵抗性品種開発戦略

を具体化できると考えられる。本報告では、保全生態学的観点に基づく抵抗性

品種開発戦略に向けてこれまで得られたリュウキュウマツの進化・分子生態学

的知見を報告する。 

 

【メモ】 
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21．デイゴヒメコバチ Quadrastichus erythrinae の天敵 

デイゴカタビロコバチ Eurytoma erythrinae の環境影響評価 

 

沖縄県森林資源研究センター 安田 慶次 

喜友名 朝次 

玉城 雅範 

清水 優子 

春日 大輔                                              

九州大学農学部 湯川 淳一 

松尾 和典 

    佐賀大学農学部 徳田 誠 

国立研究開発法人農業研究研機構果樹茶部門 上地 奈美 

    沖縄県農林水産部北部普及センター 喜久村 智子 

 

沖縄の県花デイゴは,侵入害虫のデイゴヒメコバチ（以下 Qe）によって,大き

な被害を受けている。そのため沖縄県ではタンザニアからハワイに導入され,Qe

の防除に効果があったカタビロコバチ科寄生蜂による生物的防除を検討中であ

る。 

デイゴカタビロコバチ（以下、Ee）の放飼前に,在来生物相への影響を十分に

評価し,導入の可否を検討する必要がある。演者らは,影響評価対象の昆虫を選

定するため Eurytoma 属の寄主範囲を調査し,特に,タマバエ科 Asphondylia 属や

ハモグリバエ科とその寄生蜂など，県内に分布する 14 種を候補とした。 

デイゴに形成されたQeの虫こぶと評価対象昆虫の虫こぶをシャ－レ内に入れ

て選択実験を行った。また,評価対象の虫こぶに網掛して Ee 雌成虫を放し,産卵

行動を観察し,さらに解剖して産卵の有無を調べた結果,Ee 雌成虫はデイゴの虫

こぶのみに産卵行動を示した。さらに在来種との交雑試験,外部形態や DNA 塩基

配列の比較から，交雑の可能性はないと考えられた。これらの結果から、在来

種への影響は極めて小さいと判断された。 

 

【メモ】 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

II ポスター発表要旨 
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1．南西諸島の環境・生物相に配慮した森林管理手法に関する研究事業 

 

沖縄県森林資源研究センター 新垣 拓也ら 

 

本事業では、亜熱帯島嶼地域の森林が有する多様な公益的機能（生物多様性

の維持・水源涵養機能・気象緩和機能など）を明らかにするとともに、温暖化

等の気候変動や人為インパクトによる影響を観測データに基づき評価した。 

さらに、伐採が森林環境や生物相に及ぼす影響について調査解析等を実施し、

森林伐採に関して適正なエリアや手法を検討した。 

また、本研究は国立研究開発法人森林総合研究所、沖縄県森林資源研究資源

研究センター、国立大学法人琉球大学が共同で実施しており、各研究担当から

得られた成果を統合して、林業労働力をはじめとする社会・経済的側面も考慮

し、環境保全に配慮した森林管理手法についても検討したので報告する。 

 

【メモ】 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

III 平成 29 年度亜熱帯森林・林業定期総会 



23 

 

次 第 

 

1. 開会 

 

2. 会長あいさつ 

 

3. 議事 

第 1 号議案 平成 28 年度事業報告（案） 

第 2 号議案 平成 28 年度決算報告（案） 

監査報告書 

第 3 号議案 平成 29 年度事業計画（案） 

第 4 号議案 平成 29 年度予算（案） 

第 5 号議案 役員選出（案） 7 期 1 年目 

 

4. 閉会 
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第 1 号議案 平成 28 年度事業報告（案） 

 

平成２8 年８月２6 日（金曜日）に 共済会間八汐荘 （那覇市内） において、研究発表

会を開催した。発表された研究課題は、口頭発表 15 課題、ポスター発表（又はパネル展示）

4課題であった。 

 

 

第 2 号議案 平成 28 年度決算報告（案） 

 

収入の部 単位：円

科　　目 予　算 決　算 差　　額 備　　　　考

会費収入 243,500 222,500 △21,000 
正会員：2,000円*110名＝220,000円,
準会員：500円*5名＝2,500円

繰　越　金 369,376 369,376 0 前年度繰り越金：369,376円

その他収入 50 16,011 15,961 預金利息11円、懇談会会費残16,000円

合　　計 612,926 607,887 △5,039 

支出の部 単位：円

科　　目 予　算 決　　算 差　　額 備　　　　考

事　務　費 35,000 35,273 273 消耗品：6,912円、通信費：28,361円

事　業　費 451,000 294,077 △156,923 

研究発表会費 150,000 92,765 △57,235 
会場使用料：72,036円，記念品代：19,000円，
飲物代：1,729円

会誌作成費 300,000 201,312 △98,688 
平成27年度会誌の発行（各200部）：87,156円
平成28年度会誌の発行（各200部）：114,156円

その他事業費 1,000 0 △1,000 

会　議　費 36,000 22,000 △14,000 

総　会　費 10,000 0 △10,000 

役員会費 25,000 22,000 △3,000 会議費：22,０００円

その他会議費 1,000 0 △1,000 

予　備　費 90,926 0 △90,926 

合　　計 612,926 351,350 △261,576 

次年度繰越金 収入－支出＝ 256,537 円

懇親会会計

収入 支出 差額

懇談会費 91,000 75,000 16,000 
収入（懇談会費3000円×29名＋1000円×4名）
残額は事業費収入の部のその他収入へ
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第 3 号議案 平成 29 年度事業計画（案） 

 

1. 研究発表会を開催する 

2. 会誌（研究発表会論文集）を発行する。 

3. その他会の目的達成に必要な事業を行う。 

 

 

第 4 号議案 平成 29 年度予算（案） 

 

収入の部 単位：円

科　　目 予　算 前年度決算 備　　　　考

会費収入 244,500 222,500 平成29年度会費(2,000円*121名+500円*5名）

繰　越　金 256,537 369,376 預金現額：256,537円

その他収入 11 16,011 利息

合　　計 501,048 607,887 

支出の部 単位：円

科　　目 予　算 前年度決算 備　　　　考

事　務　費 50,000 35,273 消耗品、通信費等

事　業　費 186,000 294,077 

研究発表会費 26,000 92,765 発表者記念品

会誌作成費 150,000 201,312 H29会誌の発行（200部）

その他事業費 10,000 0 

会　議　費 41,000 22,000 

総　会　費 10,000 0 

役員会費 30,000 22,000 会議費

その他会議費 1,000 0 

予　備　費 224,048 0 

合　　計 501,048 351,350 
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第 5 号議案 役員選出（案） 7 期 1 年目 

 

平成29年度

役職名 氏　　名 所　属　・　職　名 備　　考

会　長 芝 正 己 琉球大学農学部教授

副会長 新 垣 隆 沖縄県森林組合連合会代表理事専務 職　指　定

〃 崎 洋 一 沖縄県森林管理課長 〃

委　員 谷 口 真 吾 琉球大学農学部教授

〃 亀 山 統 一 琉球大学農学部助教

〃 清 水 俊 二 沖縄森林管理署長 職　指　定

〃 本 田 勝 美 沖縄総合事務局林務水産課長補佐 〃

〃 具志堅 允一 （一社）沖縄県森林協会常務理事 〃

〃 東 江 賢 次 沖縄県南部林業事務所長 〃

〃 豊 川 善 隆
沖縄県北部農林水産振興センター
森林整備保全課長

〃

〃 安 里 修 沖縄県環境再生課長 〃

監　事 生 沢 均 （公社）沖縄県緑化推進委員会常務理事 〃

〃 嘉 数 尚 廣 （一社）沖縄県木材協会専務理事 〃

事務局長 寺 園 隆 一 沖縄県森林資源研究センター所長 〃

名誉会長および顧問 平成29年度

役職名 氏　　名 所　属　・　職　名 備　　考

名誉会長 金 城 一 彦 　 琉球大学農学部名誉教授

顧　問 篠 原 武 夫 琉球大学農学部名誉教授

〃 安 里 練 雄 元・琉球大学農学部教授

〃 平 良 喜 一 （公社）沖縄県緑化推進委員会理事長

〃 長 間 孝 （公社）沖縄県緑化推進委員会理事

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IV 資 料 
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平成 29 年度亜熱帯森林・林業研究会会員名簿 

  

正会員

No. 所　　属 氏　　名 No. 所　　属 氏　　名

1 林野庁沖縄森林管理署 清水　俊二 62 沖縄県八重山農林水産振興センター　農林水産整備課 古波蔵 みな子

2 林野庁沖縄森林管理署 曲瀬川　淳一 63 沖縄県八重山農林水産振興センター　農林水産整備課 吉田　究

3 沖縄総合事務局　農林水産部　林務水産課 本田　勝美 64 沖縄県八重山農林水産振興センター　農林水産整備課 佐喜眞　史奈子

4 林木育種センター西表熱帯林育種技術園 千木良　治 65 沖縄県八重山農林水産振興センター　農林水産整備課 佐野　友紀

5 林木育種センター西表熱帯林育種技術園 楠城　時彦　 66 沖縄県森林資源研究センター 寺園　隆一

6 林木育種センター 松下　通也 67 沖縄県森林資源研究センター 中村　智恵子

7 森林総合研究所関西支所 齊藤　和彦 68 沖縄県森林資源研究センター 喜友名　朝次

8 京都大学野生動物研究センター 滝澤　玲子 69 沖縄県森林資源研究センター 田口　司

9 琉球大学名誉教授 篠原　武夫 70 沖縄県森林資源研究センター 伊波　正和

10 琉球大学農学部付属亜熱帯フィールド 芝　正己 71 沖縄県森林資源研究センター 清水　優子

11 琉球大学農学部付属亜熱帯フィールド 高嶋　敦史 72 沖縄県森林資源研究センター 酒井　康子

12 琉球大学農学部 谷口　真吾 73 沖縄県森林資源研究センター 玉城　雅範

13 琉球大学農学部 亀山　統一 74 沖縄県森林資源研究センター 新垣　拓也

14 琉球大学農学部名誉教授 金城　一彦 75 沖縄県森林資源研究センター 安田　慶次

15 琉球大学農学部 松本 一穂 76 沖縄県環境部 謝名堂　聡

16 元・琉球大学農学部 安里　練雄 77 沖縄県環境再生課 安里　修

17 琉球大学工学部 カ ストロ　ホワン　ホセ 78 沖縄県環境再生課 町田　誠司

18 鹿児島県森林技術総合センター 内村　慶彦 79 沖縄県環境再生課 川満　恵

19 鹿児島県森林技術総合センター 和田　将和 80 沖縄県環境再生課 屋良　優子

20 鹿児島県森林技術総合センター 新原　修一 81 沖縄県農林水産総務課 中村　俊夫

21 沖縄県森林管理課 崎　洋一 82 沖縄県農業会議 金城　克明

22 沖縄県森林管理課 比嘉　享 83 企画部土地対策課 仲田　真

23 沖縄県森林管理課 近藤　博夫 84 沖縄北部森林組合 玉城　政光

24 沖縄県森林管理課 平田　功 85 沖縄北部森林組合 松田　啓三

25 沖縄県森林管理課 漢那　賢作 86 沖縄北部森林組合 當山　賢

26 沖縄県森林管理課 伊禮　英毅 87 沖縄北部森林組合 吉元　充

27 沖縄県森林管理課 仲村　夕子 88 沖縄北部森林組合 眞壁　浩

28 沖縄県森林管理課 眞鍋　智子 89 宮古森林組合 宮平　勝吉

29 沖縄県森林管理課 仲里　貴正 90 宮古森林組合 佐和田　勝彦

30 沖縄県森林管理課 久高　梢子 91 宮古森林組合 上原　康嗣

31 沖縄県森林管理課 伊藤　俊輔 92 宮古森林組合 下地　雅輝

32 沖縄県森林管理課 井口 朝道 93 宮古森林組合 塩川　みさこ

33 沖縄県森林管理課 仲摩　和寛 94 一般社団法人　沖縄県木材協会 嘉数　尚廣

34 沖縄県森林管理課 松本 恭子 95 沖縄県森林組合連合会 新垣　隆

35 沖縄県森林管理課 古井　貴士 96 沖縄県森林協会 具志堅　允一

36 沖縄県森林管理課 金城　彰太郎 97 沖縄県緑化推進委員会 平良　喜一

37 沖縄県森林管理課 小湾　綾乃 98 沖縄県緑化推進委員会 長間　孝

38 沖縄県森林管理課 玉城　悠揮 99 沖縄県緑化推進委員会 高江洲　正宏

39 沖縄県森林管理課 金城　智之 100 沖縄県緑化推進委員会 生沢　均

40 北部農林水産振興センター森林整備保全課 豊川　善隆 101 沖縄県公文書館 宮城　あつし

41  北部農林水産振興センター森林整備保全課 宇地原　健志 102 一般（元森と緑の研究所） 佐藤　一紘

42  北部農林水産振興センター森林整備保全課 金城　教朋 103 一般 上里　均

43  北部農林水産振興センター森林整備保全課 黒木　寿人 104 一般 宮城　健

44 北部農林水産振興センター森林整備保全課 大城　慎吾 105 一般 冨永　実誠

45  北部農林水産振興センター森林整備保全課 比嘉　政隆 106 庭裕 大城　裕治

46 北部農林水産振興センター森林整備保全課 小多　祥基 107 金城グリーン 金城　修

47  北部農林水産振興センター森林整備保全課 山城　直也 108 金城グリーン 仲程　德志

48 北部農林水産振興センター森林整備保全課 知念　正儀 109 金城グリーン 照屋　秀明

49 沖縄県南部林業事務所 東江賢次 110 金城グリーン 仲宗根　寛則

50 沖縄県南部林業事務所 前堂　格 111 (株)プレック研究所 多賀谷　仁

51 沖縄県南部林業事務所 今田　益敬 112 NPO法人　亜熱帯林研究会 上野　和昌

52 沖縄県南部林業事務所 伊藤　幸 113 NPO法人　亜熱帯林研究会 中須賀　常雄

53 沖縄県南部林業事務所 新垣　康平 114 日本工営株式会社　沖縄事務所 福島　新

54 沖縄県南部林業事務所 瀬長　晃子 115 日本工営株式会社　 瀬戸　文久

55 沖縄県南部林業事務所 森田　涼平 116 （株）グリーンテックトーバル 屋比久　勉

56 沖縄県南部林業事務所 石原　二郎 117 （財）沖縄県環境科学センター 迫田　拓

57 沖縄県宮古農林水産振興センター 諸喜田　正行 118 （株）沖縄環境分析センター 平田　洋一

58 沖縄県宮古農林水産振興センター　農林水産整備課 玉城　直路 119 （株）沖縄環境分析センター 畑山　健太郎

59 沖縄県宮古農林水産振興センター　農林水産整備課 儀間　典子 120 （株）沖縄環境分析センター 山本　淳一郎

60 沖縄県宮古農林水産振興センター　農林水産整備課 加藤　嘉一 121 金秀建設（株） 平良　理人

61 沖縄県宮古農林水産振興センター　農林水産整備課 宮城　悠

準会員

No. 所　　属 氏　　名 No. 所　　属 氏　　名

1 鹿児島大学大学院連合農学科 知念　良之 4 琉球大学大学院農学研究科 吉野　泰功

2 琉球大学大学院理工学研究科 大城　光太郎 5 琉球大学大学院農学研究科 速水　眞誉

3 琉球大学大学院理工学研究科 尾身　頌吾
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亜熱帯森林・林業研究会会誌執筆要領 

1 投稿者は、原則として本会会員に限る。筆頭者以外の共同著者には非会員を含むことができる。 

2 原稿の種類は，〔論文〕、〔情報〕、〔事例紹介〕など、亜熱帯地域の森林・林業に関するあらゆる分野の投稿を受け

付ける。 

3 論文は、2名の査読者による審査を行う。その他の原稿について編集担当者は著者に対して原稿の字句の加除、修正を

促すことが出来る。 

4 原稿はパソコンによるワードプロセッサー(ワード、一太郎)を使用して作成し、PDFで送付する。 

5 原稿は図表を含め、刷上がりで8ページ以内とする。 

6 報文原稿の記述は次の順序にする。 

  1）表題、2）著者名、3）所属名、4）要約、5）キーワード、6）本文、 7）引用・参考文献 

原稿には必ず英文の表題、ローマ字書きの氏名・所属をつける。  

7 原稿は現代かなづかい、常用漢字を用いた口語体の横書きとする。 

8 原稿の提出に際しては、PDFで保存したファイルをCDもしくは電子メールの添付ファイルで事務局あてに送付する。

使用後のCDは返却しない。 

9 投稿カードを作成する。投稿カードには著者名、表題、ファイル名などを明記する。 

10投稿原稿作成の要領は、次の通りとする。 

1） 横40字（1段の字数）、縦40行（1段の行数）とし、余白は左端30mm、右端25mm、上端25mm、下端25mmと

する。  

2） 使用する活字は題以外は10.5ポイントとし、表題は14ポイント太字、副題がある場合は12ポイントとする。 

3）漢字・仮名・カッコ・句読点は全角とし、数字・小数点・アルファベットは半角とする。 

4）要約は，和文は400 字以内、英文の場合は 200 ワード以内とし、それぞれキーワードを5語以内とする。キーワー

ドは、あいうえお順とする。 

5) 本文の大見出しは、はじめに、材料と方法などを原稿例のように記入し、前項との間を1行空ける。中見出しは1.、

2.のように算用数字で表す。 

6) 図は原則として白紙に黒色で明瞭に印字できるものとする。図をカラーで印刷したい場合は事務局に問い合わせる。

図表は本文中に埋め込む。 

7) 表はできるだけ簡単にして、図と内容が重複しないようにする。表組について縦線は省き、横線は最小限にとどめる。

空欄の多い表は避け、注を使う等の方法をとる。 

8) 本文中での文献の引用は、該当人名と年（以下の例）とする。 

例・・・が報告（依田，1971）され、・・・と考えられ（黒岩，1990；中村，1992）、・・・ が報告されている

（Nishioka et al., 1978）。（3名以上は「ほか」、「et  al.」を用いる） 

11 生物名、外来語はカタカナで書き、学名の属名と種名はイタリック体とする。句読点および数字は半画とする。 

12 単位は原則として国際単位系SIを使用し、単位の略記は次の例による。 

  温度：℃  重さ：t，kg，g，mg，μg   長さ：km，m，cm，mm，μm  

 面積：km2，m2，cm2，a，ha  容積：1，ml，cc，μl  

濃度：mol，µmol，N，%，ppm，ppb  水素イオン濃度：pH 

13 引用文献の配列は著者名のABC順とし、各文献の記載は著者名、刊行年、雑誌名、巻(号)、頁の順とする。次に例を

あげる。 

著者名（1989）日林誌 71: 223-231．  

著者名（1962）森林植物生態学，236pp，朝倉書店，東京. 

Maekawa, J.（1999）J.  For.  Res . 4: 102-107. 

14 初校の確認は原則として著者が行。． 

15 原稿の送付先は、905-0012沖縄県名護市名護4605-5 沖縄県森林資源研究センター 亜熱帯森林・林業研究会事務局 

（メールアドレス：xx049420@pref.okinawa.lg.jp  ）とする。 

 

附則 この要領は，2016年8月26日から施行する。
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（原稿例） 

 

森林流域における水土保全事業が水源かん養機能に与える影響 

－国頭村辺戸名の水分試験結果を例にして－ 

 

○○ ○○１・△△ △2・□□ □□2・× ××3・ 

 
１沖縄県北部農林水産振興センター森林整備保全課，2 沖縄県森林管理課，3 沖縄県森林資

源研究センター  

 

Sonme hydorologic characteristics in headwater areas Okinawa island. 

Tarou HIGA１, Hanako SHINRIN2, Jiro OOSHIRO2，Saburo TERAZONO3, Shiro TAMASHIRO3 

１Okinawa Pref. Ｎorth of Agriculture, Forestry and Fisheries Promotion Center forest 

management conservation Office  2Okinawa Pref. Forest Management Office Forest 

Management Division, 3Okinawa Pref.Forest Resources Research Center 

  

要約 

  ・・・・・ 

キーワード：亜熱帯森林，早生樹種, 人工造林，造成未利用地の抽出，山原  

 

はじめに 

 沖縄本島北部地域は、亜熱帯固有の広葉樹・・・・・ 

 

材料と方法 

１．試験地の概要 

 造成未利用地は、①面整備が行われているため傾斜が緩やかであること、・・・・・ 

 

２．流域観測の方法 

 流域観測は流域末端部に・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

結果 

１．流域水収支 

流域水収支は、次式で表される(○○，1999)。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

表１　沖縄県北部における試験地の概要

試験地 流域面積ha 主流長mm 土壌

A 40.63 1345 弱乾性黄色土壌

B 30.5 1005 湿潤性黄色土壌

C 45.2 1298 赤色土壌
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２．水流出の季節変動 

 照準的な値とされる・・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

 山地流域では・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

引用文献 

著者名（1989）日林誌 71: 223-231．  

著者名（1962）森林植物生態学，236pp，朝倉書店，東京. 

Maekawa, J.（1999）J.  For.  Res . 4: 102-107. 
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設立趣意書 

 

沖縄県は、我が国唯一の亜熱帯・海洋性気候に属する島嶼県である。 

この事が、本県特有の自然環境を創り、特に亜熱帯性森林は我が国が誇れる

極めて貴重な資源である。 

このような森林は、生物地理学的に貴重な生物が生息し、多種多様な生物相

を創り出しており、水の循環等と併せた自然生態系の働きと営みにより、美し

い県土と清浄な水や空気等多くの恵みを提供している。 

我々の先人は、このような森林の生態系としての営みを永続的かつ最大限に

活用するために、森林を保全しながら有効に利用するための知恵、技術、制度、

生活等の森林文化をはぐくんできた。 

我々は、このような先人からの世代を越えた営為の継続を受け、森林の育成、

維持、管理を通して、森林の持つ経済的機能を確保するとともに、自然災害 の

防止、水源のかん養、自然景観や歴史的風致の構成、生活環境や保健文化等公

益的機能の発揮を図ることによって、潤いと安らぎのある県民生活の創造に努

めているところである。 

これらの亜熱帯森林・林業に関する調査・研究は様々な分野で進められてい

るが、総合的なネットワークに基づく意見交換や技術情報を発表する場が確立

されているとは言えない。そのため、その成果は必ずしも十分周知されておら

ず、活用されていない状況にある。 

大学、行政、民間等の亜熱帯森林・林業に関わる人々で構成する亜熱帯森林・

林業研究会を設立し、これまで大学などの試験研究機関や産業分野等において

研鑚されてきた亜熱帯森林・林業に関する技術研究及び行政で実施する施策等

について、広く情報の交換や発表の場を設けることは、社会的に極めて有意義

かつ必要なことである。 

我々は、これまで森林を守り育て利用してきた先人たちの英知を受け継ぐと

ともに、新たな科学的知見を生かしつつ、より良好な森林を次の世代に引き継

ぐことにより、今世紀を人と自然が共生する森の世紀としていかなければなら

ない。 

以上のことから、更なる研究の振興と地域及び国際貢献のできる人材の育成

を推進するとともに、組織的な活動を通じて東南アジアを始め、亜熱帯・島嶼

地域への情報の発信及び交換を行い、相互の発展に寄与するものとする。 
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亜熱帯森林・林業研究会会則 

 

第１章 総則 

 （名称） 

第１条 本会は亜熱帯森林・林業研究会と称する。 

 （目的） 

第２条 本会は、沖縄を中心とする亜熱帯森林・林業に関する技術研究及び行

政で実施する施策等について、広く情報の交換や発表の場を設けること等に

よって、更なる研究の振興と地域及び国際貢献のできる人材の育成を推進す

るとともに、組織的な活動を通じて東南アジアを始め、亜熱帯・島嶼地域へ

の情報の発信及び交換を行い、相互の発展に寄与することを目的とする。 

 （事務局） 

第３条 本会の事務局を沖縄県農林水産部森林資源研究センター内に置く。 

 （事業） 

第４条 本会の目的を達成するために次の事業を行う。 

 １．研究発表会の開催 

 ２．会誌の発行 

 ３．講演会の開催 

 ４．その他必要な事項 

 

第２章 会員 

 （会員の種別） 

第５条 本会は次の会員を以て組織する。 

  正会員：亜熱帯森林・林業に関心を持つもので、本会の趣旨に賛同し、役

員会の承認を得た者 

  準会員：亜熱帯森林・林業に関係のある大学及び高等学校又は、研究機関

に在籍する学生、生徒で、本会の趣旨に賛同する者 

２ 会員は、各々1 個の議決権を有する。 

 （入会） 

第６条 本会に入会を希望するものは、入会申し込みと共に 1 年分の会費を前

納する。 

 退会しようとする者は、その旨を本会に届け出なければならない。また、一

定期間以上の会費の未納付があった場合は、役員会の決議により退会とみな

すことができる。 

 （経費） 

第７条 本会の経費は会費、寄附金、その他の収入を以て充てる。 

 （会費） 

第８条 会員は所定の期日までに、会費を納めなければならない。 

 正会員の会費は年間 2,000 円とする。 

 準会員の会費は年間 500 円とする。 

 （会計年度） 

第９条 本会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月 31 日に終わる。 
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第３章 役員等 

 （役員） 

第 10 条 本会に次の役員を置く。 

  会 長   1 名 

  副会長   2 名 

    事務局長    1 名 

  委員    10 名以内 

  監事    2 名 

 （役員の職掌） 

第 11 条 会長は会務を総括し本会を代表する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代行する。 

３ 事務局長は、会長の指示を受け会務を処理する。 

４ 委員は役員会を構成し、会誌編集・庶務・会計等必要な会務を審議すると

ともに、その実施にあたる。 

５ 監事は会計監査を行う。 

 （役員の任期） 

第 12 条 役員の任期は 2 年とする。但し、再選を妨げない。 

 また、任期満了後であっても後任者の選任があるまではその職務を代行する。 

 （名誉会長） 

第 13 条 本会に名誉会長を置くことができる。 

２ 名誉会長は、本会会長経験者の中から会長が委嘱する。 

３ 名誉会長は、会長の諮問に応じ、助言を行う。 

４ 任期については、前条の規定を準用する。 

 （顧問） 

第 14 条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、本会役員経験者の中から会長が委嘱する。 

３ 顧問は、会長の諮問に応じ、助言を行う。 

４ 任期については、前条の規定を準用する。 

 

第 4 章 総会 

 （総会の開催等） 

第 15 条 総会は本会の最高議決機関とする。定期総会は年に１回開催する。 

 会長が必要と認めるときは臨時総会を開催することができる。 

 （総会の決議事項） 

第 16 条 総会は次のことを決議する。 

  1．決算報告 

  2．次年度予算 

  3．事業計画 

  4．役員選出 

  5．規約改廃 

  6．その他提出された事項 
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 （総会の議決） 

第 17 条 議事は出席会員の過半数を以て決し、賛否同数のときは会長がこれを

決する。 

 

第 5 章 役員会及び研究部会 

 （役員会） 

第 18 条 役員会は、業務企画の推進及び組織の円滑な運営を図るため設置する

ものとし、会長、副会長、委員を以て組織し、必要に応じて会長がこれを招

集する。 

 （研究部会） 

第 19 条  本会は、役員会の議決を経て、研究部会を置くことができる。 

 

附則 この会則は、平成 15 年３月 26 日から施行する。 

附則 この会則は、平成 17 年８月 26 日から施行する。 

附則 この会則は、平成 18 年９月１日から施行する。 

附則 この会則は、平成 20 年９月５日から施行する。 

附則 この会則は、平成 23 年８月 26 日から施行する。 

附則 この会則は、平成 24 年８月 31 日から施行する。 

  

会則改正の沿革 

 平成 15 年３月 26 日  制定 

 平成 17 年８月 26 日  事務局を「沖縄県農林水産部林務課」から「沖縄県企

画部林業試験場」に変更 

 平成 18 年９月１日  事務局名称を「沖縄県企画部林業試験場」から「沖縄県

企画部森林資源研究センター」に変更 

 平成 20 年９月５日  名誉会長の条項の追加 

 平成 23 年８月 26 日  顧問の条項の追加 

 平成 24 年８月 31 日  事務局名称を「沖縄県企画部森林資源研究センター」

から「沖縄県農林水産部森林資源研究センター」に変更 


